
指定管理者業務に係る利用事務取扱要綱 

 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、愛知県スポーツ施設及び社会教育施設条例（昭和４６年愛知県条例第

６号。以下「条例」という。）第６条及び第９条の規定に基づき、公益財団法人愛知県教

育・スポーツ振興財団が行う指定管理者業務のうち、利用事務を実施するに必要な事項を

定めるものとする。 

 

 （事務所長の専決） 

第２条 指定管理者業務にあたる事務所長（以下「事務所長」という。）は、利用予約受付

、利用許可、利用許可の取消、利用の中止命令、利用の中止承認及び利用料金の収受に関

する事務について専決するものとする。 

 

 （暴力団等の排除） 

第３条 事務所長は、利用許可申請案件が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合

には、ただちにその旨を事務局長に報告するものとする。 

 ⑴ 申請者の言動等から申請者又は利用者が暴力団員との疑義が生じた場合 

 ⑵ 県民等から申請者又は利用者が暴力団員であるとの通報があった場合 

 ⑶ 警察から暴力団の利益になる恐れがあると通報があった場合 

⑷ 公安又は風俗を害するおそれのあるもの 

⑸ 施設の構造上又は管理上支障のあるもの 

⑹ 商品の販売等の営利行為又は宣伝行為をするもの 

⑺ 催物の性質が周辺地域の静穏を乱すおそれのあるもの 

⑻ 他の利用者に危害又は迷惑を及ぼすおそれのあるもの 

⑼ 本邦外出身者に対する不当な差別的言動が行われるおそれのあるもの 

２ 事務局長は、前項に定める報告を受けたときは、内容を検討のうえ、ただちに知事等に

その旨を報告し、指示を受けるものとする。 

 

 （事務所長への委任） 

第４条 利用事務に関し必要な事項は、条例、愛知県スポーツ施設管理規則（平成３１年愛

知県規則第４３号）、愛知県社会教育施設管理規則（昭和４２年教育委員会規則第２号）

、愛知県行政手続条例（平成７年愛知県条例第７号）、愛知県と締結した基本協定、愛知

県と締結した年度別協定及びこの要綱に定めるもののほか、事務所長が、理事長に協議の

上、別に細則を定めるものとする。 

２ 前項で定める細則のほか、施設予約システムを導入している施設においては、「施設予

約システム運営マニュアル」を、社会教育施設においては、「愛知県社会教育・野外活動

施設管理要領」を遵守するものとする。 

 

 （施設利用の優先許可） 

第５条 事務所長は、利用の目的が次に掲げる各号のいずれかに該当すると認められる利用

又は施設の効率的活用に寄与すると認められる利用について、他に優先して許可すること

ができるものとする。 

 ⑴ 施設の設置目的の達成に寄与すること 

 ⑵ 公益性が高いこと 



 

 （利用料金の収受） 

第６条 事務所長は、施設の利用について許可を受けた者から、当該施設の利用開始日まで

において、利用料金を収受しなければならない。ただし、利用者の利便性向上に繋がると

事務所長が認めたときは、利用者からの求めに応じて、利用最終日以降に収受することが

できるものとする。 

２ 前項ただし書きの規定により、利用料金を利用最終日以降に収受する場合の納期限は、

利用最終日から起算して１５日以内の事務所長が指定する日とする。 

３ 利用料金は、書面、口頭、その他の方法により、利用者に対して請求を行い、現金又は

口座振込により収受するものとする。 

４ 利用料金は、納期限までの間に、分割して請求及び収受することができる。 

５ 利用料金を収受したときは、領収書又は利用券を交付するものとする。ただし、口座振

込により収受したときは、金融機関が発行する受取書をこれらに代えることができるもの

とする。 

 

 （利用料金の減免） 

第７条 事務所長は、条例第４条第１項の許可を受けた者のうち、次のいずれかに該当し、

かつ利用料金減免等の措置にやむを得ない事情があると認められる場合は、利用料金の

全部を免除するものとする。 

 ⑴ 別表１に定める競技場等を個人利用する場合、障害者及びその介護者１名 

 ⑵ 別表２に定める競技場等を団体利用・専用利用する場合、その構成員の半数以上が

障害者であるとき 

２ 障害者本人であるかの確認については、次の各号に掲げる手帳又は障害者手帳アプリ

（ミライロＩＤ）の提示をもって行うものとする。 

⑴  身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に規定する身体障害者手

帳（身体障害者） 

⑵  都道府県知事又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項

に規定する指定都市の市長が発行する療育手帳（知的障害者） 

⑶  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５条

に規定する精神障害者保健福祉手帳（精神障害者） 

⑷  難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第７条第４項

に規定する医療受給者証（特定医療費受給者証） 

 

 （利用料金の調定） 

第８条 収受した利用料金は、収受した日をもって収入調定するものとする。ただし、第６

条ただし書きにより、利用料金を利用最終日以降に収受する場合は、請求書を発行する日

をもって収入調定するものとする。 

２ 利用日が２日以上に渡り、年度を越えるときは、利用料金を利用日の属する年度別に区

分して収受及び収入調定するものとする。 

 

 （利用料金の振込及び現金の保管） 

第９条 収受した利用料金は、毎月末に一月分をとりまとめの上、翌月の５日（当日が施設

の休業日又は金融機関の休業日にあたるときは翌営業日）までに、事務局の指定金融機関

の口座に振り込むものとする。 

２ 利用料金を現金で収受したときは、速やかに事務所の指定金融機関の口座に一時入金す

るものとする。ただし、指定金融機関から遠隔又は交通が不便な事務所においては、収受



した現金を事務所の堅牢な金庫に一時保管することができる。 

３ 前項の規定により、現金を一時保管した場合は、毎日複数の職員により、その金額を確

認するとともに、保管状況を帳簿類により記録するものとする。 

 

 （利用料金の還付） 

第１０条 収受した利用料金は、次の各号に掲げる場合を除き、還付しないものとする。 

⑴  条例第６条第６項の規定に基づき、事務所長が利用の中止を承認したとき。 

⑵  条例第８条第２項の規定により、知事等が許可を取り消し、又は利用の中止を命じ

たとき。 

 

（備付帳簿類） 

第１１条 事務所長は、利用料金の収入状況を明らかにするために必要な帳簿類を整備する

ものとする。 

 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるほか、利用事務上必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２０年１１月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２１年１月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成２５年１月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 



 この要綱は、令和３年８月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 


